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計』においてどのような要素・要因が重要な役割を果たしているのかを見出すこ 」にある。もしこの点を理解出来れば、研究会の名称に掲げられた 「障害者の貧困削減」を考えるうえで 有用だと思われる。
ここにおける「生計」とは「生きるため











でベトナム人口の約六 ・ 三～六 ・ 四％ほどを占める。このうち九割近くが農村部に暮らす。ベトナム全体の人口分布では農村部に七三 ・一二％の人たち 暮らしており、障害者が農村部に暮らす度合いは非障害者に比して高いといえ
障害の種類、障害の要因は多様である。
後者の三番目には「戦争」 （二五 ・ 五六％）あがっており、もし先天性障害者の中に、父母を通して枯葉剤に被災した人も含まれていれば、戦争の影響はより大きいということになる。
教育関連では、非識字率は三五 ・八三％













参加してい 後に見るように 自身 ・家族のために収入がある人は約二 ～三五％とされ いることから、この五八％には農作業用の水牛の世話など、重要ではあるものの自身の収入 必ずしも結びつかないものも含まれていと考えられる。
生活関連では、家族、近親者、社会
扶助に依拠して生活する障害者は、都市部で約七〇～八〇％、農村部で約六五～七〇％、自身・家族のために収入がある人は 二五～三五％とされる。そのまま解すれば、 多くの人が外部 （周囲の人々、制度）の「支援」を受けて暮らしていることになる。
障害者家庭の生活レベルについては、





















何かを必要とする人間が存在し 他方の極に、その人間によって必要とされる何か、すなわち資源が存在 こと 前提」 し
表１　ベトナムの障害者関連の主な統計データ（2005年現在）
障害者総数 約530万人（依拠資料では人口の6.34%。2005年度人口数に基づき計算すると、約6.38%）




教 育 関 連 非識字率：35.83%、読み書きができる：12.58%、中学校レベル：20.74%、高校レベル：24.13%、職業教育：2.36%
仕 事 関 連 仕事に参加：約58%、仕事を持ち収入有り：25～35%
生 活 関 連 家族・近親者・社会扶助に依拠して生活：農村部65～70%、都市部約70～80%、







北部西方地域 157,369 2,524,900 6.23
北部東方地域 678,345 9,244,800 7.34
紅河デルタ地域 980,118 17,836,000 5.5
中部北方地域 658,254 10,504,500 6.27
中部沿海地域 749,489 6,981,700 10.74
中部高原地域 158,506 4,674,200 3.39
南部東方地域 866,516 13,190,100 6.57





それを獲得するための手段」 （参考文献②、一八ページ）であ 。そして、 「資源の供給主体」とはその「資源」を供給する主体である。その「資源の供給主体」としては、「非公式部門」 、 「公的部門」 、 「民間非営利部門」 、 「民間営利部門」 、の四種類の属性を挙げることができる。 「非公式部門 とは「家族を中心とする非公式な主体」であり、 公的部門」は 政府・自治体といった公的な主体」である。 「民間非営利部門」とは「市民社会の中 個人 自発的に集まって出来あがった団体 り、 「民間
営利部門」は「市場機構の中で活躍する企業」である（参考文献②、二一～二六ページ） 。
フィールド調査の結果を以上の鍵概念に
したがって整理したものが表３、図１である。表３では外部環境を①生活環境、②経済環境、③制度環境、④社会環境に分けて縦軸にとり、横軸には、①今回調査を実施したケース、そしてそれに応じ 、②「必要」 、③「資源」と具体的な「資源の供給主体」 、 ④おもな「資源の供給主体」の属性、を配している。また、図１は表３における「必要」 、 「資源」 、 「資源の供給主体」と「環境」の関係を図式化した のである。 　
ここでの「必要」は当事者（ご本人が応

















































































主体」の属性として「非公式部門」 （一一項目） 、 「公的部門」 （八項目） 、 「民間非営利部門」 （二項目）が確認できた。中心的な存在は「非公式部門」 、 「公的部門」だといえる。 「非公式部門」の中心的主体は具体的には「家族」 、 「友人 であり、とくに「家族」の果たす役割は大きい。
三つめには、それぞれの「資源の供給主












あろうか。本稿で紹介したＰ社におけるフィールド調査の結果の整理、考察からは障害者の「生計」におい は多様な「必要」があり、それを満たす中心的な「資源の供給主体」として 非公式部門」と「公的部門」が見出された。そして障害者に対する直接のケアをおもに担っているのは「非公式部門」であった。 「非公式部門」における具体的な主体は「家族」 、 「友人」であり、
中でも「家族」が中心的な存在となっている。
ベトナムでは一九八六年一二月に開かれ
た第六回党大会でドイモイ路線が採択され、一九九〇年から近代化・工業化路線が推進されている。同路線の推進は社会の変容を否応なしにともなう。したがって、 近代化 ・工業化路線が推し進められる中、 「非公式部門」の中心的存在である「家族」の有り様が変容し、障害者の「生計」において現実的に担い得る機能に変化が生じることも十分考えられる。今後、ベトナムの障害者の「生計」および貧困問題を考える際には、こうした点を視野に入れる必要があ と思われる。
（てらもと 　みのる／地域研究センター）
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